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はじめに 

 

 

少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少や家族形態の多様化、地域社会の変化

など、引き続き対応しなければならない課題のほか、多種多様な課題を解決するため

には、女性の力、女性の視点は必要不可欠であり、平成１１年に施行された男女共同

参画基本法では、市町村における計画策定は努力義務とされているものの、基本法の

基本理念に基づき、今金町男女共同参画計画を平成２９年３月に策定し、４つの基本

理念及び「男女がともに協働で進めるまちづくり」の基本目標、さらに３つの目標と

８つの施策の基本方向を掲げ、具体的推進を図ってきました。 

 

こうした中、国際社会においては、平成２７年に、国連サミットにおいて「持続可

能な開発のための２０３０アジェンダ」が採択され、ジェンダー平等とすべての女性

及び女児の能力強化を行うことなどを目標の一つとした「持続可能な開発目標（SDG

ｓ）」が掲げられたのをはじめ、国では、女性の活躍推進を成長戦略の中核に位置付け、

平成２７年に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」を制定、道では、

平成１４年と２０年に策定した「北海道男女平等参画基本計画」に基づき、現状の社

会・経済情勢などを踏まえ、平成３０年３月には、新たに第３次計画を策定しており、

あらゆる世代や分野に男女共同参画意識がしっかりと根付き、心豊かに住み続けられ

る活力に満ちた社会の醸成・機運は、ますます高まっております。 

 

本町でも、このような社会全体の要請や当初計画の理念を継承しつつ、さらに同時

期に策定した第６次今金町総合計画前期基本計画とも連動する「第２次今金町男女共

同参画計画」を策定し、男女がともに真に平等な立場で、家庭や地域、職場、学校な

どのあらゆる場面に参画でき、互いに個性を認め合い、いきいきと暮らす共同参画社

会の実現に向けて、町民の皆様との協働のもとに施策を推進してまいります。 

 

 

令和３年３月 

 

今金町長 外 崎 秀 人 
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１ 男女共同参画社会とは 

男女共同参画社会基本法第２条第１号では、「男女が、社会の対等な構成員として、

自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、も

って男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うべき社会」と規定されています。 

この条文中の「参画」とは単なる参加ではなく、自らの意思によって主体的に企画

や立案から意思決定、そして実施までの全ての段階に参加するということを表してい

ます。 

すなわち、家庭、地域、学校、職場など、社会のあらゆる場面で、誰もが自由と平

等を享受し、性別に関わりなく自らの意思に基づく生き方が実現でき、男女が対等な

パートナーとして共に支え合い、豊かな個性と能力を十分に発揮できる社会が男女共

同参画社会です。 

 

２  男女共同参画社会の必要性 

平成１１（１９９９）年に制定された「男女共同参画社会基本法」の前文において、

「男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、

社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を

図っていくことが重要である」と明記されています。 

また、同法第１４条関係には、市町村は「男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての基本的な計画を定めるように努めなければならない」と規定されてお

り、市町村には、地域の風土や伝統文化、慣習、住民意識、経済状況などを踏まえな

がら、男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいくことが求められています。 

 

では、なぜ男女共同参画社会づくりが必要なのでしょうか。その理由は、次のとお

りです。 

 

＜第一：基本的人権の尊重＞ 

個人の尊重と法の下の平等がうたわれている日本国憲法の下で、我が国における男

女平等の実現に向けた取組は、女性に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

を軸とした国際的な取組と連動して、法制度を整備することにより進められてきまし

た。 

しかしながら、現実には、配偶者・パートナーからの暴力やセクシュアル・ハラス

メント(※１)などの人権を侵害する行為や、「男は仕事、女は家庭」といった考え方に

第１章 計画策定にあたって 
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代表される性別による役割分担意識が社会のあらゆる分野において依然として存在し

ています。 

「男女共同参画」によって、基本的人権の尊重、男女平等の意識を社会全体に浸透

させる必要があります。 

 

※１ セクシュアル・ハラスメント：性的いやがらせ。特に、職場などで相手の意に反した性的な言動をいう。 

 

＜第二：社会経済情勢の変化への対応＞ 

少子・高齢化の進展や人口減少社会の到来、経済低迷による格差の拡大、家庭や地

域社会の変化など、私たちを取り巻く社会経済情勢は急速に変化しています。長期的

にみた労働力不足への懸念、社会保障制度の維持、価値観の多様化、職業観の変化、

家族形態やライフスタイルの多様化などに柔軟に対応していくため、女性の様々な分

野への進出や男性の家庭参画、働き方の見直しが図られ、男女が豊かな個性と能力を

十分に発揮できる男女共同参画社会の実現が求められています。 

 

＜第三：魅力ある地域づくりの実現＞ 

女性は、地域づくり活動をはじめ、本町のさまざまな活動において大きな役割を担

っていますが、政策・方針決定の場への参画は低い水準にあります。男女がともに政

策・方針決定過程に参画して能力を発揮できる環境を整備し、将来にわたり持続可能

で多様性に富んだ活力ある地域をつくっていくことが必要です。 

 

３ 地域における男女共同参画の現状と課題 

 平成２７（２０１５）年には女性が、職業生活において、その希望に応じて十分に

能力を発揮し、活躍できる環境を整備するため、「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（女性活躍推進法）」が制定されました。 

 社会経済情勢が大きな転換期を迎える中で、豊かで活力ある社会を築くためには、 

女性と男性が個性と能力を発揮し、あらゆる分野で対等に参画できる男女共同参画社

会の実現がますます重要となっています。 

 本町では、女性の社会参加に向けて様々な施策を推進していきますが、地域におけ

る男女共同参画の現状と課題について、当初計画と２次計画時のそれぞれの直近の各

種データを比較し、地域の男女共同参画に関する意識の変化を捉え、それらを参考に

した上で、計画の基本的考え方や行動計画を構築します。 
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（１）男女共同参画社会をめざす意識づくり 

 北海道の調査に基づき、本計画当初と第２次計画時点それぞれの直近データで意識
の推移を比較分析しました。 
すると、「男は仕事、女は家庭」などと性別によって役割を決める考え方（固定的

性別役割分担意識）に「同感しない」と答えた人は、図1-1では全体31.9％だったのに
対し、図1-2では全体46.1％と、14.2％多くなっています。 
また、同様に「同感しない」と答えた男女別を図1-1と図1-2で比較すると「同感し

ない」と答えた人の割合はそれぞれ上がっており、特に女性の方が固定的性別役割分
担意識に同感しないという人が多くなっています。 

 

図１－１固定的性別役割分担意識（平成23年度） 

北海道「平成 23 年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２固定的性別役割分担意識（平成27年度） 

平成 27年道民意識調査「男女平等参画」より抜粋 
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 次に、北海道の男女の地位の平等意識について、特に「職場」「政治」「社会通念・

慣習しきたり」の分野で「男性が優遇されている」と答えた人が多く、図2-1よりも図

2-2のほうがほとんどの分野で「男性が優遇されている」と感じている人が依然として

多くなっています。 

このように、固定的性別役割分担意識には同感しない人が多数でありながら、男女

の地位の平等感が低い分野もあり、固定的性別役割分担意識の解消をはじめ、これら

に関する意識変化を促すような効果的啓発活動を展開していく必要があります。 

 

図２－１ 男女の地位の平等意識（平成 23年度） 

北海道「平成 23 年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 男女の地位の平等意識（平成 27年度） 

平成 27 年道民意識調査「男女平等参画」より抜粋 
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（２）人権の尊重と健康に配慮した社会づくり 

 平成 23 年度北海道の調査によると、図 3-1 では配偶者から「自分自身が暴力を
受けた」と答えた人は、男性で 5.3％、女性で 18％となっています。 
 この調査に関し、平成 23年度以降の統計データはありませんが、類似調査とし
て、図 3-2「警察におけるＤＶ事案等に係る相談件数」というデータがあり、全国
的にも増加傾向にありますが、北海道警察本部における相談件数は平成 23 年は 866
件だったのに対し、平成 29年は 3,032 件と約 3.5 倍増でＤＶ事案は北海道でも増
加傾向にあります。（平成 28 年から平成 29年にかけては微減） 
 ＤＶは犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。引き続き、暴力を容認しな
い社会風土を醸成していくとともに、相談窓口の周知徹底など被害者に対する救
済・自立支援を充実させていく必要があります。 

 

図３－１ 配偶者暴力を受けた経験（平成 23 年度） 

北海道「平成 23 年度ＤＶ（配偶者からの暴力）に関する意識調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 警察におけるＤＶ事案等に係る相談件数 

                    配偶者暴力（DV）に関する北海道の状況 2018 より 
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（３）さまざまな分野における男女共同参画推進 

総務省の調査によると、図 4-1「北海道における夫婦の生活時間」をみると、夫が
家事・育児・介護等に従事する時間は、妻の就業の有無にかかわらず 30分強であり、
依然として家事・育児などの家庭の役割は女性に偏っています 
この調査に関し、平成 23 年度以降の統計データはありませんが、類似調査として、

図 4-2「国際的な家事育児の合計時間」をみると、日本の男性が家事・育児に関わる 1
日当たりの時間は 1時間程度で、北海道の男性は全国平均より短い状況です。また、
国際的にみても海外との格差は大きくなっています。 
男性が育児・介護等に参画することは、家族で過ごす時間が増え、子どもへの好影

響につながり、家事育児等の多様な経験が男性の視野を広げるなどキャリア形成にも
寄与します。 
そのため、男女ともに固定的役割分担の意識改革を図るとともに、社会全体がワー

ク・ライフ・バランスへの理解促進や仕事と家庭を両立させるための制度が充実し、
男女がともに働きやすい環境づくりの推進が必要です。 

 

図４－１ 北海道における夫婦の生活時間      総務省「平成 23 年社会生活基本調査」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 国際的な家事育児の合計時間 

        総務省「平成 23 年社会生活基本調査」、内閣府「平成 25 年版男女共同参画白書」より作成 
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１ 計画策定の目的及び基本理念  

第１章にあるとおり、男女のそれぞれの生き方を狭めるおそれのある性別によって

役割を固定する考え方などを見直し、男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会を実現する

ことは、持続可能な魅力ある地域づくりに必要不可欠です。 

この計画は、本町における男女共同参画社会の実現に向けて、具体的な施策や事業

を総合的かつ計画的に推進するために策定します。 

本町における男女共同参画推進の基本理念（男女共同参画を推進していく上での基

本とする考え方や視点）は、男女共同参画社会基本法に定める基本理念と整合して次

のとおりとします。 

基本理念１ 男女の人権の尊重（基本法第３条） 

人権は、すべての人が生まれながらに持っている、誰からも侵されることのない権

利です。男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、

男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなけれ

ばなりません。 

基本理念２ 社会における制度又は慣行についての配慮（基本法第４条） 

社会制度や慣行が、「男は仕事、女は家庭」といった性別による固定的な役割分担

を一般化させ、男女が自由に生き方を選択することに影響を与えることがあります。 

男女共同参画社会の形成にあたっては、社会制度や慣行の及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮することが重要です。 

基本理念３ 政策等の立案及び決定への共同参画（基本法第５条） 

男女共同参画社会の形成にあたっては、多様な人材・能力を発揮できる環境を整備

し、男女がともに政策又は方針の立案及び決定の過程に参画する機会が確保されるこ

とが重要です。 

基本理念４ 家庭生活における活動と他の活動の両立（基本法第６条） 

男女共同参画社会の形成にあたっては、家族を構成する男女が互いに協力し、社会

の支援の下に、育児、家族の介護その他家庭生活における家族の一員としての役割を

果たし、かつ仕事や地域生活などの家庭生活以外の活動を行うことができるようにす

ることが重要です。 

第２章 計画の基本的考え方 
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基本理念５ 国際的協調（基本法第７条） 

男女共同参画社会の形成にあたっては、国際社会における取組と密接な関係を有し

ており、国際的協調に配慮することも重要です。 

 

２ 計画の位置付け  

（１）市町村男女共同参画計画としての位置付け 

この計画は、男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づく「男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画」として位置付けるもの

であり、本町における男女共同参画社会の形成に向けた総合的な施策の指針です。 

また、本計画は「女性活躍推進法」第６条第２項における推進計画と位置付け

ます。なお、第３章の目標３が該当します。 

 

（２）法令及び関連計画との整合性 

この計画は、男女共同参画社会基本法、北海道男女平等参画推進条例、国の男

女共同参画基本計画及び道の男女平等参画基本計画を踏まえ、第６次今金町総合

計画前期基本計画及びその他の関連計画との整合性を図っています。 

また、平成２７年に国連サミットにおいて採択された先進国を含む国際社会全

体の２０３０年までの持続可能な開発目標（SDGs:Sustainable Development Goals 

エスディージーズ）が採択されており、本計画の推進は SDGs 達成に向けた取組を

推進することとも連動しており、SDGs のうち、関連する各ゴールを明記すること

とします。 

【SDGｓの関連アイコン（図）】 

 

 

 

  

【SDGｓの各ゴール（目標）・ターゲット】 
 
ゴール３■ すべての人に健康と福祉を 

 ～あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する～ 

ゴール４■ 質の高い教育をみんなに 

 ～すべての人々に包括的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を～ 

ゴール５■ ジェンダー平等を実現しよう 

 ～ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る～ 

 



 

11 

ゴール８■ 働きがいも経済成長も 

 ～すべての人のための持続的、包括的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用及びデ

ィーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進する～ 

ゴール10■ 人や国の不平等をなくそう 

 ～国内及び国家間の格差を是正する～ 

ゴール17■ パートナーシップで目標を達成しよう 

 ～持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル化・パートナーシップを活性化

する～ 

 

（３）「今金町ＤＶ防止基本計画」としての位置付け 

目標「第２ 人権の尊重と健康に配慮した社会づくり」の「（１）男女共同参画

を阻害するあらゆる暴力の根絶」は、本町における配偶者からの暴力防止及び被

害者の保護・支援に関する基本的な考え方及び施策の方向性を示すものとして、

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」第２条の３第３項

に規定する基本計画として位置付けます。 

また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する方

針」に即し、道の「第４次北海道配偶者暴力防止及び被害者保護等・支援に関す

る基本計画」を勘案した計画です。 

 

３ 計画期間  

この計画の計画期間は、令和３（２０２１）年度から令和７（２０２５）年度まで

の５年間とし、社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応じて必要な見直しを行います。 

 

４ 計画の基本目標  

 「男女がともに協働で進めるまちづくり」 

   第６次今金町総合計画では、「みんなで創る未来を拓（ひら）く物語～人と人の

想いで紡（つむ）ぐ、やさしさあふれる町～」を目指しています。そこで男性と

女性がそれぞれに自立したひとりの人間として、真に平等な立場で家庭、地域、

職場、学校などのあらゆる場面に参画でき、互いに個性を認め合い、健康で個性

と能力を発揮できるような男女共同参画社会の実現に向けて取り組んでいきます。 
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５ 目標  

第１ 男女共同参画をめざす意識づくりの推進 

「男は仕事、女は家庭」といった性別によって役割を固定する考え方や社会慣習

が是正されたまちを目指します。 

 

第２ 人権の尊重と健康に配慮した社会づくりの推進 

男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶など男女に関わる人権が尊重され

たまちを目指します。 

また、男女が生涯にわたって心身ともに健康で安心して暮らせるまちを目指しま

す。 

 

第３ さまざまな分野における男女共同参画の推進 

男女が自らの選択により、職業生活、家庭生活及び地域生活に参画できる環境を

整え、さまざまな分野で男女が共に個性と能力を発揮するまちを目指します。 

 

６ 計画体系図  

 

それぞれの目標を達成するために、施策の基本方向に沿って取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
今金町男女共同参画推進の基本理念 

基本理念１ 男女の人権の尊重 

基本理念２ 社会における制度又は慣行についての配慮 

基本理念３ 政策等の立案及び決定への共同参画 

基本理念４ 家庭生活における活動と他の活動の両立 

基本理念５ 国際的協調 
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７ 計画の推進体制  

 

計画の推進にあたって、役場の各部署において男女共同参画社会づくりの重要性を

認識し、職員一人ひとりが男女共同参画についての理解を深めるとともに、全庁的か

つ総合的に取組を実施します。 

また、第６次今金町総合計画前期基本計画の１７の施策分野のうち、本計画の取組

内容と関連する【町民と行政が協働で進める取組】【行政の取組】などの概要を示し、

総合計画と連動した取組・醸成等を推進します。 

【第６次今金町総合計画の４つの基本目標と１７の施策分野】 

Ⅰ いきいき今金「人づくり」 

１ 人の育成 ２ 学校教育 ３ 社会教育 ４ スポーツ振興 ５ 文化振興 

Ⅱ あんしん今金「暮らしづくり」 

６ 子育て支援 ７ 健康づくり ８ 福祉 ９ 消防・防災 

施 策 の 基 本 方 向 

基基本本目目標標：：男女がともに協働で進めるまちづくり  

目標 

第３  

さまざまな分野における

男女共同参画の推進 

第１  

男女共同参画をめざす意

識づくりの推進 

（１）男女共同参画に関する正しい理解の促進 

（１）男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶 

（２）生涯を通じた男女の健康支援 

（３）高齢者、障がい者など困難を抱える人々の生活 

安定と自立支援 

 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

（２）職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

（３）農林商工観光業における男女共同参画の推進 

（４）男女共同参画の視点に立った地域づくりの推進 

 

第２  

人権の尊重と健康に配慮

した社会づくりの推進 
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Ⅲ はつらつ今金「ものづくり」 

10 農林業振興 11 商工業振興 

Ⅳ ふれあい今金「まちづくり」 

12 行政経営 13 観光・交流・定住 14 住生活 15 環境保全 16 情報通信 

17 交通 

さらに、地域住民の意見や提言等を随時施策などに反映させるため、町づくり推進

調整会議や町長とのお茶懇等の開催、企業、地域団体、ＮＰＯ(※２)等の各種団体、行

政関係機関などと連携・協働(※３)して、本町の男女共同参画のまちづくりを推進しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ＮＰＯ：様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分配することを目的としない団体の総称。 

※３ 協働：市民と行政が、相互の理解と信頼の下に、目的を共有し、積極的に連携、協力することによって、地

域の公共的な課題の解決に当たろうとする考え方。 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 政 

企業、地域団体等 地域住民、家庭 

総合推進 

協協  働働  

今金町の男女共同参画の推進 

＜＜  基基本本目目標標  男男女女ががととももにに協協働働でで進進めめるるままちちづづくくりり＞＞ 

 

５つの 
基本理念 
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【目標１ 男女共同参画をめざす意識づくりの推進】 
  「男は仕事、女は家庭」といった性別によって役割を固定する考え方や社会慣習

が是正されたまちを目指します。 

施策の基本方向 

（１） 男女共同参画に関する正しい理解の促進 

 学校、家庭、職場、地域社会など、あらゆる場や機会を通じて、町民の男女平等

観の醸成に努めます。 

 

目

標 

施 策 の 

基本方向 

具体的施策 

総合計画との関連 
取 組 内 容 担当課 

 

男

女

共

同

参

画

社

会

を

め

ざ

す 

意

識

づ

く

り 

の 

推 

進 

 

 

（１） 

男女共同参画

に関する正し

い理解の促進 

 

 

①男女共同参画

に関する広報・啓

発 

 

１「人の育成」【協働

取組】③多文化共生

の推進 

12「行政経営」【行政

取組】（１）広報・広

聴活動の推進 

 広く町民の理解を得るため、読みや

すくわかりやすい広報紙づくりやリー

フレットの充実、ホームページの有効

活用に努める中で、男女共同参画につ

いての正しい理解を深めるための広

報・啓発活動を実施します。 

まちづくり

推進課 

くらし安心

課 

②様々な学習の

場をとおした啓

発 

 

１「人の育成」【行政

取組】（４）まちづく

りへの参画機会の拡

充 

 地域課題や各年齢層に応じた講座を

開講し、また、町内小中学校や自治会

町内会と場面に応じた連携を図り、学

校、家庭、地域が連携して、様々な学

習の場で男女共同参画に関する啓発を

実施します。 

 また、男女共同参画に係る全国的・

全道的な催しについての情報を提供す

るなど参加を促します。 

まちづくり

推進課 

教育委員会 

③図書・資料の収

集と提供 

 

３「社会教育」【行政

取組】（４）読書活動

の推進 

「今金町図書振興計画」が目的とする

「生きている図書室活動」の実現を目

指す中で、男女共同参画に関する図書

や資料について、図書室において収

集・提供したり、町民の必要に応じて

道立図書館から貸与して提供します。 

教育委員会 

第３章 行動計画～具体的な取組～ 
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④男女共同参画

を 推 進 す る 教

育・学習の充実 

 

３「社会教育」【協働

取組】③生涯学習活

躍の場づくり 

12「行政経営」【協働

取組】②まちづくり

に関する情報の発信

と共有 

 

 学校、家庭、職場、地域社会など、

あらゆる機会を通して、町民の男女平

等観の醸成に努めます。 

 

まちづくり

推進課 

教育委員会 

 

 

【目標２ 人権の尊重と健康に配慮した社会づくりの推進】 

男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶など男女に関わる人権が尊重され

たまちを目指します。また、男女が生涯にわたって心身ともに健康で安心して暮ら

せるまちを目指します。 

 

施策の基本方向 

（１） 男女共同参画を阻害するあらゆる暴力の根絶【今金町ＤＶ防止基本計画】 

 男女共同参画を阻害する暴力的行為は、決して許されるものではなく、なかでも、

配偶者・パートナーからの暴力、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為な

どは、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。男女の人権や性の尊重につい

ての理念の浸透を進めるとともに、男女共同参画を阻害するあらゆる暴力、特に女

性に対する暴力を根絶するため、法制度に基づいた厳正、かつ、適切な対処を行う

など、暴力の形態に応じた取組を総合的に進めるとともに、被害者の人権に配慮し

た取組の充実を図ります。 

 配偶者・パートナーからの暴力については、関係機関と連携して、暴力防止と被

害者の保護・自立支援を進めるとともに、被害の未然防止のための予防啓発を進め

ます。 

 

（２） 生涯を通じた男女の健康支援 

 男女が生涯にわたって心身ともに健康で充実した生活を送ることは、男女共同参

画社会の基本的要件です。ライフステージに対応した適切な健康の保持増進ができ

るよう取組を進めます。 
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（３） 高齢者、障がい者など困難を抱える人々の生活安定と自立支援 

高齢者人口に占める女性の割合は高く、また障がい者など様々な困難を抱える

人々が、女性であることからくる複合的に困難な状況に置かれている場合がありま

す。様々な困難を抱える人々が自立し、安心して日常生活・社会生活を送れるよう、

男女共同参画の視点に立った支援を進めます。 

 

 

目

標 

施策の 

基本方向 

具体的施策 

総合計画との関連 
取組内容 担当課 

 

人

権

の

尊

重

と

健

康

に

配

慮

し

た

社

会

づ

く

り

の

推

進 

（１） 

男女共同参画

を阻害するあ

らゆる暴力の

根絶 

 

①人権尊重やあ

らゆる暴力の根

絶 に 向 け た 広

報・啓発 

 

12「行政経営」【行政

取組】（１）広報・広

聴活動の推進 

「女性に対する暴力をなくす運動」の

実施期間（11月 12 日～25日）等を通

じて、広報いまかね、町のホームペー

ジなどの広報手段や様々な学習の場を

通して、ＤＶ防止法の周知徹底など人

権尊重やあらゆる暴力の根絶に向けた

啓発を実施します。 

まちづくり

推進課 

くらし安心

課 

②ＤＶ相談窓口

の周知、相談対応 

 ＤＶ相談窓口の周知を図り、相談に

適切に対応します。（今金町配偶者暴力

相談支援窓口業務に関する実施要綱制

定（令和２年11月）し、広く周知・公

表する。） 

まちづくり

推進課 

③ＤＶ被害者の

保護、自立支援 

 一時的な避難場所を確保する等によ

り、ＤＶ被害者の緊急時の安全確保を

図るとともに、関係機関等と連携して

一時保護等の後の自立支援を行いま

す。 

まちづくり

推進課 

保健福祉課 

④関係機関との

連携 

 

７「健康づくり」【行

政取組】（４）精神保

健対策の推進 

 被害者の保護、早期発見、相談対応、

情報収集を図るため、道南地域要保護

児童対策・配偶者暴力防止対策連絡協

議会や、警察、医療機関、民生委員・

児童委員など関係機関と連携を強化

し、ＤＶ被害等に総合的に対応します。 

まちづくり

推進課 

保健福祉課 

⑤ＤＶ被害者に

関する個人情報

の管理 
 
12「行政経営」【行政

取組】（２）組織運営

の継続的な改善 

 被害者の安全確保を図るため、関係

部署との連携に努め、ＤＶ被害者に関

する情報管理を徹底します。特に、住

民基本台帳の閲覧等の制限の対象とな

っている被害者については、厳重に情

報の管理を行います。 

まちづくり

推進課 

保健福祉課 

税務住民課 
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⑥相談対応者の

育成 

 

７「健康づくり」【行

政取組】（４）精神保

健対策の推進 

 相談対応の充実、相談対応者のメン

タルヘルスケア(※４)を図るため、各種

研修会への参加による資質向上と精神

的健康の維持を図ります。 

まちづくり

推進課 

保健福祉課 

総務財政課 

⑦ セ ク シ ュ ア

ル・ハラスメント

対策の徹底 

 

12「行政経営」【行政

取組】（２）組織運営

の継続的な改善 

 セクシュアル・ハラスメント防止に

関する指針を定め、庁内に相談窓口を

設け、対策を徹底します。（今金町職員

のハラスメントの防止等に関する要綱

制定（令和２年12月）し、周知・対応

します。） 

総務財政課 

（２） 

生涯を通じた

男女の健康支

援 

①健康づくりの

ための広報・啓発 

 

７「健康づくり」【行

政取組】（１）健康づ

くり意識の啓発 

 広報いまかね、町ホームページまた

は回覧板を活用し、健康づくり情報を

発信します。 

保健福祉課 

くらし安心

課 

②健康相談窓口、

検診の充実 

 

７「健康づくり」【行

政取組】（２）保健事

業の充実 

 心身の健康に関する家族の悩みや不

安などに積極的に対応するため、健康

相談や各種検診を実施します。 

 

保健福祉課 

③子どもへの健

康支援 

 

６「子育て支援」【行

政取組】（２）子育て

支援の充実 

 乳幼児期の健康診査、健康教育・健

康相談、予防接種等での支援を実施し

ます。 

 子どもの健やかな成長を図るため、 

１８歳までの子どもを対象に医療費の

助成をします。 

保健福祉課 

（３） 

高齢者、障がい

者など困難を

抱える人々の

生活安定と自

立支援 

①高齢者に対す

る健康づくり、生

活支援 

 

８「福祉」【行政取組】

（２）高齢者介護・

福祉の充実 

 要介護状態とならず地域で健康な生

活を維持していくため、一般介護予防

事業等により、介護予防の基本的な知

識の普及・啓発を図り、町民の介護予

防活動を推進します。 

 また、支援を必要とする高齢者の多

様な生活支援ニーズに対し、配食サー

ビス、緊急通報装置（あんしん電話）

設置等の支援を実施します。 

保健福祉課 
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②高齢者の元気

づくりへの支援 

 

８「福祉」【協働取組】

③社会参加と促進の

支援 

【行政取組】（２）高

齢者介護・福祉の充

実 

 高齢者が豊かな経験と知識を生かし

ながら社会活動へ参加できるよう支援

します。 

保健福祉課 

③障がい者福祉

の充実 

８「福祉」【協働取組】

①福祉の考え方の理

解と実践 

【行政取組】（３）障

がいのある人への福

祉の充実 

 ノーマライゼーション(※５)の理念

の下、就労や活動、移動、住まいなど

生活の総合的支援に努め、障がい者等

の自立と社会参加の実現を図っていく

ことを基本として、障がい福祉サービ

スの提供体制の整備をします。 

保健福祉課 

④ひとり親家庭

への支援 

 

６「子育て支援」【行

政取組】（４）支援が

必要な子どもと家庭

への支援 

 ひとり親家庭の支援を図るため、相

談支援や自立支援など、援助体制の充

実を図ります。 

保健福祉課 

⑤外国人への支

援 

 

14「住生活」【行政取

組】（２）良好な住環

境の整備 

 在日外国人が地域で安心して暮らせ

るよう生活、医療、防災情報などを提

供するとともに、異文化支援に対する

学習機会や国際交流機会の提供を図り

ます。 

 

まちづくり

推進課 

保健福祉課 

教育委員会 

 

※４ メンタルヘルスケア：精神的健康の管理 

※５ ノーマライゼーション：高齢者や障がい者を隔離せず、健常者と一緒に助け合いながら暮らしていくのが正

常な社会のあり方とする考え方 
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【目標３ さまざまな分野における男女共同参画の推進】 

男女が自らの選択により、職業生活、家庭生活及び地域生活に参画できる環境を

整え、さまざまな分野で男女が共に個性と能力を発揮するまちを目指します。 

施策の基本方向 

（１） 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

 さまざまな分野における政策・方針決定過程に男女が対等に参画することは、男

女共同参画を推進する上で重要な課題の一つです。審議会等における女性委員の登

用、女性職員の管理職への登用拡大などをさらに進めます。 

 

（２） 職業生活と家庭・地域生活の両立支援 

 就業は、生活の経済的基盤であるとともに、自己実現にもつながることから、就

業における男女の均等な機会と待遇の確保などを促進します。 

 また、男女ともに多様な働き方や生き方を選択し、自己実現が図られるよう、仕

事と生活の調和の実現に向けた取組を進めます。 

 

（３） 農林商工観光業における男女共同参画の推進 

 女性の政策方針決定過程への参画拡大や就業環境を改善するなど男女がともに地

域の活性化や農林振興観光業の振興に参画できるよう支援します。 

 

（４） 男女共同参画の視点に立った地域づくりの推進 

 防災、地域おこし、まちづくり、観光、環境など地域のあらゆる分野において、

男女共同参画を推進し、多様な視点を生かした活力ある地域づくりを進めます。 

 

目

標 

施策の 

基本方向 

具体的施策 

総合計画との関連 
取組内容 担当課 

さ

ま

ざ

ま

な

分

野

に

お

け

（１） 

政策・方針決定 

過程への女性 

の参画の拡大 

①審議会等へ

の女性委員の

登用 

 

12「行政経営」【行

政取組】（２）組織

運営の継続的な改

善 

 町の各種政策・方針決定に女性の意見

を反映するため、各種審議会等に女性委

員を積極的に登用します。 

総務財政課

その他全課 

 

②女性職員の

管理職への登

用機会の均衡 

 女性の職域拡大など男女間の昇進機会

の均衡を図るため、女性職員への研修等

の充実を図ります。 

総務財政課 
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る

男

女

共

同

参

画 

の

推

進 

③参考文献・統

計資料の収集

と提供 

 

12「行政経営」【行

政取組】（１）広

報・広聴活動の推

進 

男女共同参画に関する参考文献や統計資

料について、関係機関等からの情報収集

を積極的に行うとともに、町内企業や町

民への情報提供・開示・広報等も行いま

す。 

まちづくり

推進課 

総務財政課 

くらし安心

課 

④男女共同参

画を推進する

教育・学習の充

実 

 

３「社会教育」【協

働取組】③生涯学

習活躍の場づくり 

12「行政経営」【協

働取組】②まちづ

くりに関する情報

の発信と共有 

 学校、家庭、職場、地域社会など、あ

らゆる機会を通して、町民の男女平等観

の醸成に努めます。 

まちづくり

推進課 

教育委員会 

（２） 

職業生活と家

庭・地域生活の

両立支援 

①雇用におけ

る男女の均等

な機会・待遇、

仕事と家庭の

両立に向けた

広報・啓発 

 事業主行動計画の策定、育児休業制度

の遵守などについて、広報いまかね、町

のホームページなどの広報手段、様々な

学習の場を通した雇用機会均等法(※

６)、育児・介護休業法(※７)の周知、両

立支援制度が利用しやすい職場環境づく

りに向けた啓発を実施します。 

総務財政課 

 

②保育の充実 

 

２「学校教育」【行

政取組】（２）教育

環境の充実 

 乳児保育や通常保育、延長保育、一時

保育、学童保育など様々なライフスタイ

ルに対応した保育サービスを実施しま

す。 

教育委員会 

③地域におけ

る子育て支援 

 

２「学校教育」【行

政取組】（４）家庭

教育の情報提供 

６「子育て支援」

【行政取組】（４）

支援が必要な子ど

もと家庭への支援 

 子育てに対する心理的・身体的負担及

び育児不安や孤独感の悩みを解消するた

め、子育て家庭への相談指導並びに保護

者、児童等に対する支援を実施します。 

教育委員会 

保健福祉課 
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（３） 

農林商工観光

業における男

女共同参画の

推進 

①女性の方針

決定の場への

参画促進 

 農林商工観光業における政策・方針決

定過程に女性の意見を反映することがで

きるよう、団体・組織などに女性の登用

を働きかけます。 

まちづくり

推進課 

農林振興課 

②家族経営協

定の締結促進 

 

10「農林業振興」

【協働取組】②労

働力不足への対応 

 家族経営が主体となっている農業の経

営に女性も参画していくため、家族経営

協定の情報を提供するなど、女性が働き

やすい就業環境の整備を推進します。 

農業委員会 

農林振興課 

③男女共同参

画の視点を生

かした農林商

工観光業 

 

10「農林業振興」

【協働取組】④ブ

ランド力の向上と

販路拡大 

11「商工業振興」

【協働取組】②競

争力の向上 

 女性による農林業、商工業、観光業な

どの連携により、特産品の開発や商品ブ

ランド化、積極的な展開及び市場の開拓

等に対する支援に努めます。 

まちづくり

推進課 

農林振興課 

（４） 

男女共同参画

の視点に立っ

た地域づくり

の推進 

①女性の方針

決定の場への

参画促進 

 行政においては、政策・方針決定の過

程において女性の参画を進めるととも

に、男女共同参画の視点に立った計画立

案や施策の実施に努めます。 

全 課 

②地域づくり

などにおける

男女共同参画

の推進 

 

１「人の育成」【協

働取組】③多文化

共生の推進【行政

取組】（４）まちづ

くりへの参画機会

の拡充 

 地域づくり等の根幹を支える自治会町

内会や各種団体・サークル活動において

交流を深めるため、女性の人材育成、地

域づくり団体等とのネットワーク構築・

連携を促進します。 

 また、地域に根ざした活動を推進する

ことにより、住民の地域への認識を深め、

活動への参画意識の高揚に努めます。 

まちづくり

推進課 

教育委員会 

※６ 雇用機会均等法：雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律。募集・採用、配置・

昇進等に関し、性別による差別を禁止している法律。 

※７ 育児・介護休業法：育児や家族の介護を行う労働者を支援する目的で、育児休業、介護休業、子の看護休暇

について定めている法律。 


